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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ターゲット基板上の導電材料から形成される導電膜の厚さを決定する方法であって、
　前記ターゲット基板の位置の近くに渦電流センサを配置するステップと、
　前記渦電流センサを使用して、測定温度において、電圧測定値と電流測定値の少なくと
も１つを含む前記ターゲット基板上の前記導電膜の電気的応答を測定するステップと、
　前記ターゲット基板の前記導電材料に類似する導電材料から形成される導電膜を有する
較正基板を提供するステップと、
　前記較正基板の較正温度での導電膜厚、及び、前記測定温度での導電膜厚を測定し、前
記較正温度及び前記測定温度の間の前記較正基板の導電膜厚測定値の変化から温度依存補
償因数を定めるステップと、
　前記温度依存補償因数を使用して前記ターゲット基板の電気的応答を補正し、それによ
って補正された電気的応答を取得するステップと、
　前記補正された電気的応答を使用して前記ターゲット基板上の導電膜の厚さを決定する
ステップと、
を備え、
　前記温度依存補償因数を定めるステップは、前記ターゲット基板の前記電気応答の測定
の前後における、前記較正基板の前記測定温度での導電膜厚測定値を平均化することを含
み、前記平均化が温度ドリフトに起因する誤差を削減する、ことを特徴とする方法。
【請求項２】
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　前記温度依存補償因数が、温度の変化に応じて前記較正基板の導電材料の抵抗率の変化
に関連する請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記ターゲット基板の電気的応答を測定することと、前記較正基板の導電膜厚を測定す
ることとが、前記渦電流センサを使用して実行される請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記ターゲット基板の電気的応答を測定することと、前記較正基板の導電膜厚を測定す
ることとが、類似する測定プロトコルを使用して実行される請求項２に記載の方法。
【請求項５】
　前記較正基板の導電膜厚を測定することが、前記渦電流センサとは異なる渦電流センサ
を使用して実行される請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記ターゲット基板上の導電膜の厚さを決定することが、厚さ相関曲線のセットと、前
記補正された電気的応答とを相互に関連させることを含む請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記ターゲット基板上の導電膜が、アルミニウムと銅の少なくとも１つを備える請求項
１に記載の方法。
【請求項８】
　前記ターゲット基板の電気的応答が、前記渦電流センサと前記ターゲット基板との間の
近接変動について補正された電気的応答を表す請求項１に記載の方法。
【請求項９】
　前記ターゲット基板と前記較正基板とが、前記ターゲット基板の電気的応答が測定され
る温度と、前記温度依存補償因数が取得される温度とを含む関心のある温度範囲内での温
度変化に対して同じ抵抗率反応を有するように選択される請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
　ターゲット基板上の導電材料から形成される導電膜の厚さを決定するための装置であっ
て、
　前記ターゲット基板の近くに配置される渦電流センサを使用して、測定温度において、
電圧測定値と電流測定値の少なくとも１つを含む電気的応答を測定するための手段と、
　較正基板の較正温度での導電膜厚、及び、前記測定温度での導電膜厚を測定し、前記較
正温度及び前記測定温度の間の前記較正基板の導電膜厚測定値の変化から温度依存補償因
数を定める手段と、
　前記温度依存補償因数を使用して電気的応答を補正し、それによって補正された電気的
応答を取得するための手段と、
　前記補正された電気的応答を使用して前記ターゲット基板上の導電膜の厚さを決定する
ための手段と、を備え、
　前記温度依存補償因数を定める手段は、前記ターゲット基板の前記電気応答の測定の前
後における、前記較正基板の前記測定温度での導電膜厚測定値を平均化する手段を含み、
前記平均化手段が温度ドリフトに起因する誤差を削減する、ことを特徴とする装置。
【請求項１１】
　前記温度依存補償因数が、温度の変化に対応する前記較正基板の導電材料の抵抗率の変
化に関連する請求項１０に記載の装置。
【請求項１２】
　前記ターゲット基板と前記較正基板とが、前記ターゲット基板の電気的応答が測定され
る温度と、前記温度依存補償因数が取得される温度を含む関心のある温度範囲内での温度
変化に対して同じ抵抗率反応を有するように選択される請求項１０に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、概して基板製造技術に関し、特に基板上の導電層に対する電気的応答を最適
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化するための方法及び装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば半導体ウェハ、ＭＥＭＳデバイス、またはフラットパネルディスプレイの製造で
使用されているもののようなガラスパネル等の基板の処理では、多くの場合プラズマが利
用されている。例えば基板の処理（化学蒸着、プラズマ化学気相成長法、物理的気相成長
法等）の一部として、基板は、それぞれが集積回路になる複数の金型、つまり矩形領域に
分けられる。次に、基板は、その上に電気部品を形成するために材料が選択的に除去され
（エッチング）、蒸着される（蒸着）一連のステップで処理される。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　基板製造において金属は特に重要な材料である。例えば、デュアルダマシンとして知ら
れている製造方法では、誘電体層がビアホールを充填する導電性の栓によって電気的に接
続されている。一般的には、開口部は、通常はＴａＮまたはＴｉＮの障壁で裏打ちされて
いる誘電体層に形成された後、導電パターンの２つのセットの間での電気接触を可能にす
る他の導電材料（例えば、アルミニウム（Ａｌ）、銅（Ｃｕ）、タングステン（Ｗ）等）
で充填される。これは、例えばソース領域／ドレイン領域等の基板上の２つのアクティブ
な領域の間に電気接点を確立する。誘電体層の表面の過剰な導電材料は、通常は化学機械
研磨（ＣＭＰ）で除去される。その後、銅を覆うために窒化ケイ素または炭化ケイ素のブ
ランケット層が蒸着される。
【０００４】
　その後、プロセスが許容パラメータの範囲内にあることを保証するために、多くの場合
には基板上の特定の点で導電層の電気膜／層の特性（厚さ、シート抵抗等）を決定するこ
とが重要である。測定の１つの方法は、渦電流センサを使用することである。通常、渦電
流は、交番磁界によって導電媒質の中で誘発される電流である。
【０００５】
　一般的には、第１の交流が、通常はソレノイド形状の中に包まれているワイヤ（例えば
、渦電流センサ内のワイヤ）に印加されると、ソレノイドの中または周りに第１の交流電
磁場が生じ、ソレノイドの端部を、ほぼソレノイドの直径の距離だけ越えて広がる。この
第１の場を第２の導体（例えば、基板上の導電層）と近接させると、第２の交流も第２の
導体を流れ、第１の場と相互作用し（例えば、ベクトル的に増加させ）、プローブ周辺の
場に摂動を生じさせる第２の場を引き起こす。プローブの初期の場におけるこれらの摂動
は、プローブのインピーダンスと周波数応答を含むプローブの電気特性で検出可能な変化
を生じさせることがある。インピーダンス－電圧変換器を使用すると、インピーダンスの
変化は、さらなる信号処理と分析のために電圧の変化に変換できる。
【０００６】
　渦電流プローブ特性のこれらの検出された差異から信号を生じさせるための多くの技法
が利用できる。例えば、第１の技法では、プローブ／渦電流センサシステム（センサシス
テム）の周波数に依存する電力吸収の幅を報告できる。同様に、第２の技法では、プロー
ブインピーダンスの実部及び／または虚部の大きさの変化はプローブと第２の導体の間で
報告できる。これらの測定は、通常、第２の導体が存在しない信号と、第２の導体が信号
の最大変化を引き起こす信号によって制限することができる一連の電圧を生じさせるため
に受動回路網または能動回路網を使用して行われる。プローブ信号で最大変化を生じさせ
る第２の導体の正確な形状、厚さ及び導電性は、一般的にはプローブの幾何学形状、励起
周波数、及び測定のために適応された方法に依存しているが、一般的にはそれは可能な限
りプローブの近くに配置される（プローブの直径のほぼ何倍も）厚い導電性の膜（層）で
ある。
【０００７】
　用途に応じて、プローブ場の空間的な範囲と規模、したがって第２の導電層に対する空
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間感度と電気感度とを修正するために、導電素子または磁気素子をプローブの設計の中に
組み込むこともできる。最適性能のために、センサシステムは、他のすべての影響と変数
に対するセンサシステムの感度を最小限に抑えながら、導電膜の所望される電気特性（例
えば、厚さ、シート抵抗等）に対するセンサシステムの感度を最大限にする必要がある。
【０００８】
　一般的には、センサの磁場（渦電流摂動）に対する電気的応答、したがってその精度は
、センサの基板に対する近接（基板近接応答）によって影響を及ぼされる。すなわち、励
磁プローブ場は限られた空間的広がりとなり、その大きさは、プローブから位置が拡大す
るにつれて減少し、測定されている第２の導体により引き起こされる全体的な渦電流摂動
も、第２の導体がプローブからさらに遠くに移動するにつれて減少する。したがって、渦
電流センサは近接性と電気膜特定の両方に敏感である場合がある。一般的には、報告され
る値にその後誤差を引き起こす可能性のある、近接性によって生じる電気的応答（基板近
接応答）の部分から、電気膜特性のセットによって生じる電気的応答（電気膜特性応答）
の部分を隔離することは困難である。
【０００９】
　加えて、ある特定の基板の電気膜特性のセットはそれ自体可変である場合がある。例え
ば、センサの電気的応答は導電膜の抵抗率によって影響を及ぼされる可能性がある。すな
わち、渦電流信号の変動はおもに膜抵抗率の逆数に比例している。（特殊電気抵抗として
も知られている）電気抵抗は、一般的には材料がどれほど強力に電流の流れに対抗するの
かを示している。低い抵抗率は、一般的には電子の移動を容易に可能にする材料を示す。
しかしながら、抵抗率は、一般的には温度にも依存している。
【００１０】
　ここで図１を参照すると、渦電流センサの簡略図が示されている。一般的には、センサ
のコイルインピーダンス１０２の変化は、センサ（コイル）と基板１０６の間の距離１０
４を変えることによって生じる。ターゲット材抵抗率と透磁率の電気パラメータが測定さ
れるセンサの摂動を決定する可能性があるので、センサシステムは一般的にはターゲット
材について較正される。
【００１１】
　既定のセンサの応答を改善するための１つの解決策は、それぞれが同時に同じ近接性か
ら基板上の同じ点を測定しようとする複数のセンサ（例えば、同時複数センサ）の近接誤
差を平均することであってよい。例えば、それぞれが互いにとって既知であり、固定され
た近接性を持つ２台のセンサは、それらの間に配置される導電層に固定された近接性で配
置されてよい。共通の実現例では、一方のセンサは基板の上方に配置され、他方のセンサ
は基板の下方に配置される。各センサが近接性に対してほぼ同一の感度を有する場合、任
意の一方のセンサでの電気的応答は実質的に等しいが、他方のセンサでの電気的な応答に
反対となる可能性がある。続いて、各センサからの信号をともに平均することによって、
結合された信号を生じさせてよく、その信号は２台のセンサの内のどちらか一方に対する
導電層の位置（近接性）への敏感性がより低く、続いて導電膜の所望される電気特性（例
えば、より低い近接性への依存）をよりうまく伝えるために使用されてよい。
【００１２】
　理論上、測定を行う前に周期的にセンサシステム（センサ、基板幾何学形状及び基板の
扱い、段移動等）を定期的に較正することによって、近接性誤差は、基板がセンサ間の既
知の位置に設置されるときに、採取された１組の測定値を平均することによって相殺され
てよい。しかしながら実際には、渦電流センサを測定される導電層に対して反復自在に正
確に配置することは多くの場合非常に困難である。
【００１３】
　例えば、センサ間に基板を配置するために使用される装置は広すぎる公差範囲を有して
よく、その結果、基板膜厚の変化に起因するセンサの摂動は、異なる配置または時間で異
なる近接性のために測定されるセンサ摂動と比較して、実質的に類似している。同様に、
センサに関して基板を移動するために使用される機構（つまり、ターンテーブル等）は、
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測定された膜厚の差異を超え、プローブ信号の摂動を引き起こす振幅あるいはセンサシス
テムのための所望される精度を超える不確実性を報告された膜厚にもたらす振幅によって
、基板の振動または基板の近接性の変化を誘発する可能性がある。続いて、相対的に小さ
な近接性の変動も測定値にかなりの誤差を生じさせ、基板製造等の高精度測定値にとって
の問題を呈することがある。
【００１４】
　加えて、同時複数センサの近接誤差が実質的に最小限に抑えられる場合にも、さまざま
な時点で測定を行うことが依然として望ましい場合がある（例えば、連続測定）。例えば
、センサは多くの場合センサスイングアーム上に位置しているので、基板表面全体でセン
サスイングを移動するときに両方のセンサの位置合わせをすることは不便である可能性が
ある。すなわち、２台のセンサは、それらが、ターンテーブル上の基板の回転に接してい
るベクトルに平行に線を形成するようにセンサスイングアーム上に配置されてよい。セン
サアームは回転する基板全体で揺動するので、センサ線と接線ベクトル間の角度は、両方
のセンサを同時に基板上の同じ点の上に配置できない点まで増加してよい。さらに、セン
サスイングアーム構造自体が、互いの上にセンサを配置することを妨げる可能性がある。
つまり１台のセンサからの干渉（例えばストローク）が両方のセンサの同時使用を妨げる
ことがある。
【００１５】
　ここで図２を参照すると、センサアームでそれを回転するための機構の中の基板の簡略
図が示されている。この例では、基板２０２は、センサスイングアーム２０４が基板２０
２の表面全体でセンサ２０６を移動させるにつれて、方向２０８に回転する。
【００１６】
　本発明は、前記に鑑みて、基板上の導電層に対する電気的応答を最適化するための方法
、及びその装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　一実施形態において、本発明は、ターゲット基板上の第１の導電材料から形成される第
１の導電膜の第１の厚さを決定する方法に関する。方法は、ターゲット基板上の位置のセ
ットの近くに第１の渦電流センサを配置することを含む。また、方法は、第１の渦電流セ
ンサを使用して、第１の電圧測定値と第１の電流測定値の少なくとも１つを含む電気的応
答の第１のセットを測定することも含む。方法は、ターゲット基板の第１の導電材料と実
質的に類似する第２の導電材料から形成されている第２の導電膜を有する、ターゲット基
板とは別の較正基板から取得される温度依存補償因数を使用して第１の電気的応答のセッ
トを補正し、それによって電気的応答の補正された第１のセットを取得することと、電気
的応答の補正された第１のセットを使用して第１の厚さを決定することとをさらに含む。
【００１８】
　別の実施形態において、本発明は、ターゲット基板上の第１の導電材料から形成される
第１の導電膜の第１の厚さを決定するための装置に関する。装置は、ターゲット基板の近
くに配置される第１の渦電流センサを使用して、第１の電圧測定値と第１の電流測定値の
少なくとも１つを含む電気的応答の第１のセットを測定するための手段を含む。また、装
置は、温度依存補償因数を使用して第１の電気的応答のセット補正し、それによって電気
的応答の補正された第１のセットを取得するための手段と、電気的応答の補正された第１
のセットを使用して第１の厚さを決定するための手段とを含む。
【００１９】
　別の実施形態において、本発明は、ターゲット基板上の第１の導電材料から形成される
第１の導電膜の第１の厚さを決定する方法に関する。方法は、ターゲット基板近くに第１
の渦電流センサを配置することを含む。また、方法は、第１の渦電流センサを使用して、
第１の電圧測定値と第１の電流測定値の少なくとも１つを含む電気的応答の第１のセット
を測定することも含む。方法は、電気的応答の第１のセットが取得されるターゲット基板
温度に基づいて決定される温度異存補償因数を使用して第１の電気的応答のセットを補正
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し、補正が電気的応答の補正された第１のセットを生じさせることと、電気的応答の補正
された第１のセットを使用して第１の厚さを決定することとをさらに備える。
【００２０】
　本発明のこれらの特長及び他の特長は、本発明の詳細な説明にさらに詳しく、以下の図
に関連して説明される。
【００２１】
　本発明は、類似する参照数字が類似した要素を指す添付図面の図中で、制限としてでは
なく一例として描かれている。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　本発明は、ここで添付図面に描かれているようにそのいくつかの好適実施形態に関して
詳説される。以下の説明では、本発明の十分な理解を提供するために多数の特定の詳細が
述べられている。しかしながら、本発明がこれらの特定の詳細のいくらかまたはすべてが
なくても実践されてよいことが当業者に明らかになる。他の例では、周知のプロセスステ
ップ及び／または構造は本発明を不必要に不明瞭にしないために詳しく説明されてこなか
った。
【００２３】
　理論によって拘束されることを望まない一方で、センサ電気的応答を最適化するために
、基板電気膜特性の変動が補償されてよいことが発明者によって理解される。実施形態で
は、既知の温度での基準基板サンプルのセンサ電気的応答は未知の温度でのターゲット基
板のセンサ電気的応答を補正するために使用されてよい。実施形態では、基準基板の導電
層材料は、ターゲット基板の導電層材料に実質的に類似している。
【００２４】
　実施形態では、基準基板とターゲット基板は実質的に類似した測定プロトコルを使用し
て測定される。例えば、基準基板とターゲット基板は、ほぼ同じ近接で、及びほぼ同じ測
定サイト（幾何学形状）等で同じ渦電流測定技法を使用して測定されてよく、その結果、
基準基板とターゲット基板の間の主要な変数は温度である。ある実施形態では、基板が異
なる抵抗率の温度係数のある２枚の導電膜を有する場合、測定値のセットは所望される膜
厚の実質的に温度に依存しない値を引き出すためにさまざまな温度で採取されてよい。
【００２５】
　方法及び技法を含む多様な実施形態が後述されている。本発明が、本発明の技法の実施
形態を実施するためのコンピュータ可読命令が記憶されているコンピュータ可読媒体を含
む製造品も対象としてよいことが留意される必要がある。コンピュータ可読媒体は、例え
ば、半導体、コンピュータ可読コードを記憶するための磁気、光磁気、光学、または他の
形式のコンピュータ可読媒体を含んでよい。さらに、本発明は、本発明の実施形態を実践
するための装置も対象にしてよい。このような装置は、本発明の実施形態に関するタスク
を実施するための、専用及び／またはプログラム可能な回路を含んでよい。このような装
置の例は、適宜にプログラミングされたときに汎用コンピュータ及び／または専用コンピ
ュータデバイスを含み、本発明の実施形態に関する多様なタスクに適応されるコンピュー
タ／コンピュータデバイスと専用／プログラム可能回路の組み合わせを含んでよい。この
ような装置の例は、本書に開示されているコンピュータによって実現される技法を実施す
るように構成された１つまたは複数の集積回路の中に適切な専用及び／またはプログラム
可能な回路網を含んでよい。加えて、及び一般的には、コンピュータを使用するあらゆる
計算には、メモリまたはコンピュータレジスタの中のオペランドが必要とされる。
【００２６】
　前述されたように、磁場に対するセンサの電気的応答（渦電流摂動）、したがってその
精度は、基板に対するセンサの近接性（基板近接応答）によって影響を及ぼされる。すな
わち、励磁プローブ場は限られた空間的な広がりであり、その大きさは、位置がプローブ
から拡大するにつれて減少するので、測定されている第２の導体によって引き起こされる
全体的な渦電流摂動も、第２の導体がプローブからさらに遠くに移動するにつれて減少す
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る。したがって、渦電流センサは近接性と電気膜特定の両方に敏感である場合がある。一
般的には、報告される値にその後誤差を引き起こす可能性のある、近接性によって生じる
電気的応答（基板近接応答）の部分から、電気膜特性のセットによって生じる電気的応答
（電気膜特性応答）の部分を隔離することは困難である。
【００２７】
　加えて、ある特定の基板の電気膜特性のセットはそれ自体可変である場合がある。例え
ば、センサの電気的応答は導電膜の抵抗率によって影響を及ぼされる可能性がある。すな
わち、渦電流信号の変動はおもに膜抵抗率の逆数に比例している。（特殊電気抵抗として
も知られている）電気抵抗は、一般的には材料がどれほど強力に電流の流れに対抗するの
かを示している。低い抵抗率は、一般的には電子の移動を容易に可能にする材料を示す。
しかしながら、抵抗率は、一般的には温度にも依存している。
【００２８】
　一般的には、各センサ応答Ｒは、複数の基本変数の関数としてモデル化でき、
　　　　Ｒ（－）＝Ｒ（ｄ，ｐ，Ｓ，ρ（Ｔ））     ［方程式１］
ここではｄは測定される膜厚であり、ｐは近接であり、Ｓは一般的には、測定される膜に
よる特定の渦電流プローブの場の検出された摂動の、便宜上の測定単位への変換について
のすべての情報に対する応答の関数依存性を示す速記の表記であるセンサシリアルナンバ
ーであり、ρ（Ｔ）は温度依存抵抗率である。ある実施形態では、便宜上の測定単位はボ
ルト（Ｖ）である。すべてのセンサが同じセンサシリアルナンバーを有すると仮定すると
、方程式１はさらに以下に簡略化されてよい。
　　　Ｒ（－）＝Ｒ（ｄ，ｐ，ρ（Ｔ））    ［方程式２］
したがって、基板上の導電膜の厚さｄは以下のようにモデル化されてよい。
　　　ｄ＝ｆ（Ｒ（ｄ，ｐ，ρ（Ｔ）））    ［方程式３］
【００２９】
　（特殊電気抵抗としても知られている）電気抵抗は、一般的には材料がどれほど強力に
電流の流れに対抗するのかを示している。低い抵抗率は、一般的には電子の移動を容易に
可能にする材料を示す。電気抵抗のＳＩ単位は抵抗計である。材料の電気抵抗は、通常以
下によって示され、

ここではρは（抵抗計で測定される）電気抵抗率であり、Ｒは（オームで測定される）材
料の同型の試料の抵抗であり、ｌは（メートルで測定される）試料の長さであり、Ａは（
平方メートルで測定される）試料の断面積である。
【００３０】
　電気抵抗は、以下のように定めることもでき、

ここではＥは（１メートルあたりのボルトで測定される）電場の大きさであり、Ｊは（１
平方メートルあたりのアンペアで測定される）電流密度の大きさである。
【００３１】
　ここで図３を参照すると、基板上の導電層（つまりＣｕ等）の厚さを決定するためのあ
る特定の基板温度（較正温度）での３つの較正曲線のセットが、本発明の一実施形態に従
って示されている。横軸は渦電流センサによって測定されるような電圧応答（Ｖ）３０２
を示すが、縦軸はオングストローム（Ａ）で測定される厚さ３０４を示す。この例では、
高い方の応答電圧が小さい方の厚さに相互に関連する。較正曲線は、例えば、測定される
膜がないシステム内で取得されるその最大電圧で各プローブ応答電圧を相殺することによ
って、応答電圧が減少する同じ目的のために作成されてもよい。
【００３２】
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　簡略化された例では、特定の基板温度で、妥当な近接補正特性の報告された渦電流応答
Ｖ（電圧）は、以下としてモデル化されてよく、

ここではεｐがセンサＩのための測定の実際的な時間でのｐＩからの近接変動である場合
には、センサＩＩからの測定が同時に行われるとき且つそのときに限り、センサＩとセン
サＩＩの間の固定された幾何学形状から推論するのは、センサＩＩのための測定の実際の
時間でのｐＩＩからの近接変動である。この例の目的のために、センサシリアルナンバー
Ｓはすべてのセンサにとって同じであると仮定され、ｄとｐだけが計算の目的で検討され
る。加えて、応答は電圧で示されているが、例えば電流等の他の電気特性も使用されてよ
い。
【００３３】
　両方のセンサとも、膜厚に対してその名目近接Ｒ（ｄ，ｐＩ）＝Ｒ（ｄ，ｐＩＩ）で実
質的に同一の応答を有すると仮定されている。実際には、これは後述されるように機械的
に、あるいはセンサ依存相関関数を用いて妥当に実行できる。加えて、両方のセンサの近
接変動（例えば近接電気的応答）に対する応答感度も同じ大きさであると仮定される。そ
の後、ｐＩで評価されたｄＲＩ／ｄｐは、ｐＩＩで評価されたｄＲＩＩ／ｄｐに等しく、
方程式６の近接依存項は相殺し、膜厚と相互関連できる近接に依存しない測定値を提供す
る。
【００３４】
　実施形態では、これは実質的に同じタイプ（したがってほぼ同じ性能）の組にされたセ
ンサのセットを使用し、それらの間の中間で基板を装填することによって達成されてよい
。その後、膜は両方のセンサに対して同じ名目近接を有してよい。したがって、項を相殺
し、簡略化された報告測定値は以下のように示すことができ、
　　　２Ｖ＝２Ｒ（ｄ）＋０  ［方程式７］
小さい近接変動とは無関係であってよい。簡略化された例では、単一のセンサの場合、Ｒ

Ｉ（ｄ，ｐＩ）＝ＲＩＩ（ｄ，ｐＩＩ）＝１．５Ｖ及びｄＲＩ／ｄｐ＝２Ｖ／ｍｍである
と、εｐ＝０．１ｍｍであり、その結果

である。
【００３５】
　したがって、理想的な同時測定状況では、この方法は近接誤差で約０％、あるいは通常
約３σ＜０．０３Ｖを生じさせる。これらの分析が、関連する近接項の取り消しを保証す
るために、または、３台以上のセンサを含むために合計２台のセンサの間の重みつけ割合
の適切な変化をもって実行されてよいが、説明される根本的な特性は残ることが明らかで
なければならない。
【００３６】
　しかしながら、較正温度で基板を測定することが実際的ではない場合がある。例えば、
基板プロセスは、基板が較正温度より実質的に高い温度まで加熱されることを必要とする
可能性がある。その後、測定値のセットを採取するためだけに基板が冷却するのを待機す
ると、実質的には生産スループットが下がる可能性がある。しかしながら、温度は導電膜
の根本的な抵抗率に影響を及ぼす可能性があり、したがって測定される渦電流応答に影響
を及ぼす。
【００３７】
　ここで図４、本発明のある実施形態に従って２００分に渡って約２１℃と約２３℃の間
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システムによって報告されているオングストローム（A）で導電膜厚を表す一方、横軸４
０６は分単位で時間を表し、左縦軸４０２は度（℃）単位で基板温度を表す。プロット４
１０が渦電流システムによって測定される報告されている導電膜厚の対応する変化を示す
一方で、プロット４０８は約２００分間隔での基板と膜温度の変化を表す。この例では、
Ｃｕは０．００３５／摂氏度の温度係数（α）を有する。基板温度４０８が一方向で移動
し、増減するにつれて、（渦電流応答で測定されるような）対応する導電膜厚は反対方向
で移動する。例えば、約６０分（４１２）では、対応する導電膜厚は約９５３６Aである
一方、基板温度は約２１．５８℃である。しかしながら、約６８分では、対応する導電膜
厚は約２１．６８Aである一方、基板温度は約２２．１０℃である。
【００３８】
　ここで図５、本発明のある実施形態に従って２００分に渡って約２１℃と約２３℃の間
で循環される、Ｓｉを備える導電膜のある基板の簡略図を参照する。右縦軸５０４がオン
グストローム（A）で導電膜厚を表す一方で、横軸５０６は分単位で時間を表し、左縦軸
５０２は度（℃）で基板温度を表す。プロット５１０が測定された導電膜厚の対応する変
化を示す一方で、プロット５０８は約２００分間隔で基板温度の変化を表す。この例では
、Ｓｉは－０．０１１／摂氏度という温度係数（α）を有する。基板温度５０８が一方向
で移動し、増減するにつれて、（渦電流応答で測定されるような）対応する導電膜厚は反
対方向で移動する。例えば、約６０分（５１２）では、対応する導電膜厚は約１４．１５
Aである一方、基板温度は約２１．６３℃である。しかしながら、約６８分では、対応す
る導電膜厚は約１３．１Aである一方、基板温度は約２２．１２℃である。
【００３９】
　以後、抵抗率の変化が、なんらかの既定温度範囲のような既定材料の対応する温度変化
に比例する場合、その温度範囲内での変化温度に起因する基板上での導電層の抵抗率の変
化は以下のようにモデル化されてよく、
　　　ρ（Ｔｃ＋τ）＝ρ（Ｔｃ）（１＋α（τ－Ｔｃ））  ［方程式９］
ここではｐ（Ｔｃ）は較正温度（較正抵抗率）での導電膜の抵抗計での抵抗率であり、τ
は較正温度からのターゲット基板の温度偏差であり、αはｄｅｇＣ－１の導電膜の温度係
数である。αの典型的な値は以下の通りである。Ｃｕの場合約＋０．００３９から約０．
００６８ｄｅｇＣ－１であり、Ｓｉの場合約０．０７から約－０．０１ｄｅｇＣ－１であ
り、関心のある大部分の材料について後述されるように調べるまたは測定することができ
る。
【００４０】
　以後、温度の相対的に小さな変更の場合、測定導電膜厚の結果として生じる変更は、測
定抵抗率ρ（Ｔｍ）に実質的に正比例、較正抵抗率ρ（Ｔｃ）に実質的に反比例してよい
。したがって、方程式３はさらに以下のように簡略化されてよく、

この場合ｄｍは渦電流応答測定から引き出される導電膜厚であり、ｄａは実際の導電膜厚
であり、Ｔｃは較正温度であり、Ｔｍは、重要な測定渦電流応答の基板温度（測定温度）
であり、ｆ（Ｒ（ｄａ，ｐ，ρ（Ｔｃ））は較正温度Ｔｃでの導電膜厚であり、ｐは導電
膜に対するセンサ近接であり、ρ（Ｔｃ）は較正温度Ｔｃでの導電膜の抵抗率（較正抵抗
率）であり、ρ（Ｔｍ）は測定温度Ｔｍでの導電膜の抵抗率（測定抵抗率）である。
【００４１】
　方程式９を方程式１０に代入すると、
 



(10) JP 5108757 B2 2012.12.26

10

20

30

40

50

　ここでは、ｆ（Ｒ（ｄ，ｐ，ρ（Ｔｃ）））またはｆ（Ｒｃ）は較正温度での基板上の
導電膜の厚さであり、τ－Ｔｃまたは△Ｔは較正温度と、渦電流が測定された温度の温度
差であり、αはｄｅｇＣ－１単位の導電膜の温度係数である。小さい（α△Ｔ）２積（例
えば、

）の場合、方程式１１はさらに以下に簡略化できる。

【００４２】
　以後、温度によって生じる小さい渦電流摂動が検出されてよい。例えば、Ｃｕから校正
される導電膜の場合、合計の約０．４％の摂動が測定されてよい。さらに、この摂動は、
センサ近接ｐとは無関係に測定されてよい。例えば、近接変動は、前述されたように実質
的に同じタイプの組にされたセンサのセットを使用して、それらの間の中間に基板を装填
する等の技法によって相殺されてよい。
【００４３】
　実施形態では、公知の温度での基準基板の電気的応答は、未知の温度でのターゲット基
板の電気的応答を補正するために使用されてよい。すなわち、実質的に類似しているが未
知の温度にあるが、温度変化に対する実質的に同じ抵抗率応答、及び公知の温度での基準
基板の較正曲線のセットを有する基準基板とターゲット基板の場合、ターゲット基板のた
めの抵抗率補正ρ（Ｔｃ）／ρ（Ｔｍ）は以下のように方程式３と方程式１０を組み合わ
せることによって決定されてよく、
　　　ｄｃ－ｒｅｆ＝ｆ（Ｒ（ｄａ，ｐ，ρ（Ｔｃ）））    ［方程式１３］
 

ここではｄｃ－ｒｅｆは、一般的には実際の導電膜厚ｄａに等しい較正温度での基準基板
上の測定導電膜厚であり、ｄｍ－ｒｅｆは測定温度での基準基板上の測定された導電膜厚
であり、ρ（Ｔｃ）は較正温度Ｔｃでの基準基板の抵抗率であり、ρ（Ｔｍ）は、同じ温
度でのターゲット基板の抵抗率に実質的に類似する測定温度Ｔｍでの基準基板の抵抗率で
ある。
【００４４】
　以後、基準基板がターゲット基板と実質的に類似した渦電流応答を有するように校正さ
れると仮定すると、較正温度と測定温度間の基準導電膜厚の変化（自動補正因数）はター
ゲット基板の渦電流応答を補正するために使用されてよい。したがって、方程式１４は以
下のように書き直されてよく、

ここではηは自動補正因数ｄｃ－ｒｅｆ／ｄｍ－ｒｅｆであり、ｄｃ－ｒｅｆは較正温度
での基準基板上の測定導電膜厚であり、ｄｍ－ｒｅｆは測定温度での基準基板上の測定導
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電膜厚であり、ρ（Ｔｃ）は較正温度Ｔｃでの基準基板の抵抗率であり、ρ（Ｔｍ）は測
定温度Ｔｍでの基準基板の抵抗率であり、私たちは方程式１０に示されているように抵抗
率依存性を明示的にモデル化したので、ｆ（Ｒ（ｄ，ｐ））は温度とは無関係である導電
膜厚の関数である。ηの代用をして、

【００４５】
　方程式１４を方程式１６に代入する。

【００４６】
　実施形態では、基準基板のｄｍ－ｒｅｆが、ターゲット基板のｄｍ－ｔａｒを測定する
前に渦電流センサによって測定されてよい。実施形態では、基準基板のｄｍ－ｒｅｆが、
ターゲット基板のｄｍ－ｔａｒを測定後、渦電流センサによって測定されてよいか、ある
いは前後のｄｍ－ｒｅｆ測定値の平均が基板上での複数のターゲットサイトの測定中の温
度ドリフトに起因する誤差を最小限に抑えるために使用されてよい。前述されたように、
及び一般的には、測定された導電膜厚は導電膜温度に関連している。したがって、温度が
変化している可能性がある環境では、少なくとも計算の目的のための基準基板導電膜厚ｄ

ｍ－ｒｅｆの優れた近似が、ｄｍ－ｔａｒの測定の前に採取されたｄｍ－ｒｅｆから後に
採取されたｄｍ－ｒｅｆまでを平均することによって引き出されてよい。実施形態では、
基準基板は、測定される基板上の既定の点近くの１つまたは複数の位置を基準にして配置
される公知のＣｕ導電膜厚の小さいランドパッドである。
【００４７】
　ある実施形態では、複数の導電膜のある基板上のターゲット導電膜の厚さが決定されて
よい。一般的には、基板上の測定された渦電流応答はその基板上のすべての導電膜の総応
答を含む。しかしながら、それぞれが温度に対して別の抵抗率ρを備える導電膜のセット
の場合、特定の導電膜渦電流応答は、ｎ個の異なる温度で総渦電流応答を測定することに
よって隔離されてよく、ここではｎは基板上の導電膜数である。実際には、△Ｔの小さな
変化に対する膜スタックの挙動は有効温度係数αｅｆｆによって説明できる。その結果、
それは温度係数の数値の知識に依存するのではなく、基準サンプルはターゲットウェハの
ように動作することにだけ依存するため、同じ自動補正因数の手法が使用されてよい。
【００４８】
　ここで図６、本発明の一実施形態に従って温度係数αを、実質的にＣｕを備える導電膜
の平均厚さに比較する簡略図を参照する。横軸６０６はオングストローム（A）単位の測
定された平均導電膜厚を示す。左縦軸６０２は、膜スタックとの基板の有効温度係数（α
）を示す。横線６１０は、Ｃｕの温度係数０．００３５／摂氏度の名目値を示す。曲線６
１２は、膜スタックのある基板のための有効アルファの変動を示す。右縦軸６０４は、オ
ングストローム（A）単位の３σ変動性の削減を示すことが、本発明の履行で観察された
。すなわち、渦電流の改善は、室温での２－３℃の変動の補正によって生じる厚さ反復性
を報告した。この改善が点プロット６０８として示されている。
【００４９】
　一般的には、特定の閾値を超えて、そのターゲット膜に起因する渦電流反応が増加する
（例えば、さらに厚い導電膜）につれて、６１２によって示されている導電膜の有効温度
係数（α）は、６１０によって示されているその導電膜のための名目温度係数（α）に近
づく。したがって、相対的に少数の基準試料だけが測定導電膜厚に対する渦電流反応を較
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正するために必要とされることがある。実際の基準サンプルの数は、一般的に、ターゲッ
ト導電膜の厚さ範囲だけではなく、所望される温度補償の精度に依存する。例えば、－４
０００Aを超える銅膜の場合、大幅な改善は１０，０００Aの範囲内の銅厚の単一の基準試
料で得られるであろう一方、６１４での～４０００A未満の銅膜の温度補償はきわめて小
さくてよく、無視できるであろう。少数の基準試料の中での適切な補正係数の選択は、タ
ーゲット膜の補正されていない第１の測定値からのターゲット膜の厚さの推定値に基づい
てよい。
【００５０】
　前述されたように、一般的には、基板上の測定された渦電流応答は、その基板上のすべ
ての導電膜の総応答を含む。しかしながら、それぞれが温度に対して異なる抵抗率ρを備
える導電膜のセットの場合、特定の導電膜渦電流応答は、ｎ個の異なる温度で総渦電流応
答を測定することによって隔離されてよく、ここではｎは基板上の導電膜数である。導電
膜が異なる温度係数を有する場合、この知識は、さまざまな膜によって引き起こされる渦
電流測定の部分を区別化するために使用されてよい。例えば、２つの導電膜（つまり、Ｃ
ｕ、Ｓｉ等）のある基板は導電膜の一方に起因する渦電流応答を実質的に隔離し、したが
って渦電流応答を決定するために２つの異なる温度で測定されてよい。
【００５１】
　　任意の既定温度Ｔで、２つの導電膜のある基板は以下のようにモデル化されてよく、
Ｖ＝Ｒ（ｄＡ－ＣＦ１，ｐ，ρＣＦ１（Ｔｍ））＋βＲ（ｄＡ－ＣＦ２，ｐ，ρＣＦ２（
Ｔｍ））    ［方程式１８］
この場合、ｄＡ－ＣＦ１は、基準基板上の第１の導電膜の実際の厚さであり、ｄＡ－ＣＦ

２は基準基板上の第２の導電膜の実際の厚さであり、ｐは導電膜に対するセンサ近接であ
り、ｐＣＦ１（Ｔ）は温度Ｔでの第１の導電膜の抵抗率であり、ρＣＦ２（Ｔ）は温度Ｔ
での第２の導電膜の抵抗率であり、βは（例えば、前記図に示されているように、Ｓｉ基
板上での温度挙動を支配する非常に厚い銅等の導電膜３－ｄ影響を考慮に入れるための）
導電膜厚依存率であり、Ｖはボルト単位の渦電流応答である。
【００５２】
　方程式１４を方程式１８に代入すると、

ここでは、Ｔｍは渦電流応答が測定される温度であり、Ｔｃは較正温度であり、ρＣＦ１

０は第１の導電膜の抵抗率であり、ρＣＦ２０は第２の導電膜の抵抗率であり、Ｒｃ－Ｃ

Ｆ１は較正温度での第１の導電膜の渦電流応答であり、Ｒｃ－ＣＦ２は較正温度での第２
の導電膜の渦電流応答であり、βは膜厚依存率であり、Ｖはボルト単位の渦電流応答であ
る。したがって、既定の温度で２つの導電膜のある基板の場合、一般的には２つの未知数
、Ｒｃ－ＣＦ１とβＲｃ－ＣＦ２がある。
【００５３】
　しかしながら、一般的には２つの導電膜のある基板の総渦電流応答が少なくとも２つの
異なる温度で測定される場合は、個々の導電膜の渦電流応答が決定されてよい。例えば、
方程式１９は、２つの異なる温度で採取される２つの総渦電流測定値について書き直され
てよく、
　　　Ｖ１＝Ｂ１Ｒｃ－ＣＦ１＋Ｃ１βＲｃ－ＣＦ２ ［方程式２０］
　　　Ｖ２＝Ｂ２Ｒｃ－ＣＦ１＋Ｃ２βＲｃ－ＣＦ２ ［方程式２１］
ここでは、Ｂ１＝ρＣＦ１（Ｔｃ）／ρＣＦ１（Ｔ１），Ｂ２＝ρＣＦ１（Ｔｃ）／ρＣ

Ｆ１（Ｔ２），Ｃ１＝ρＣＦ２（Ｔｃ）／ρＣＦ２（Ｔ１），Ｃ２＝ρＣＦ２（Ｔｃ）／
ρＣＦ２（Ｔ２）である。
【００５４】
　技術で一般的に理解されているように、方程式２０と方程式２１は、クラメールの法則
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【００５５】
　立証のため、この方程式は、渦電流応答測定値の１つが較正温度で採取されるケースで
さらに簡略化できる。例えば、Ｔ１が較正温度である場合（例えばＴｃ＝Ｔ１）、方程式
２０と方程式２１は以下のように書き換えることができ、
　　　Ｖ１＝Ｒｃ－ＣＦ１＋βＲｃ－ＣＦ２  ［方程式２４］
　　　Ｖ２＝Ｂ２Ｒｃ－ＣＦ１＋Ｃ２βＲｃ－ＣＦ２ ［方程式２５］
ここでは、Ｂ２＝ρＣＦ１（Ｔｃ）／ρＣＦ１（Ｔ２）＝（１＋αＣＦ１△Ｔ２）－１で
あり、Ｃ２＝ρＣＦ２（Ｔｃ）／ρＣＦ２（Ｔ２）＝（１＋αＣＦ２△Ｔ２）－１である
。
【００５６】
　再び、技術で一般的に理解されているように、方程式２４と方程式２５は、クラメール
の法則を使用してさらに簡略化できる。

【００５７】
　例えば、方程式２６の分母を拡大する。

　さらに方程式２６を簡略化し、
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ここではＲｃ－ＣＦ１は較正温度での第１の導電膜の渦電流応答であり、αＣＦ１はｄｅ
ｇＣ－１単位での第１の導電膜の温度係数であり、αＣＦ２はｄｅｇＣ－１での第２の導
電膜の温度係数であり、△Ｔ２は較正温度Ｔｃと測定温度Ｔ２の差異であり、Ｖ１は較正
温度Ｔｃでの総渦電流応答であり、Ｖ２は測定温度Ｔ２での総渦電流応答である。導電膜
１に関心があるにすぎない場合には、２つの膜（つまりβ等）の相対的寄与率の知識は必
要とされない。人は、基板としてＲｃ－ＣＦ１および温度依存渦電流応答の通常相関関数
を構築してよく、したがってＣＦ１膜厚のような改善された渦電流結果を報告する。
【００５８】
　同様に、Ｒｃ－ＣＦ２の渦電流応答は以下のように示されてよく、

再び、ここではＲｃ－ＣＦ２は較正温度での第２の導電膜の渦電流応答であり、βは導電
膜厚依存率であり、αＣＦ１はｄｅｇＣ－１での第１の導電膜の温度係数であり、αＣＦ

２はｄｅｇＣ－１での第２の導電膜の温度係数であり、△Ｔ２は較正温度Ｔｃと測定温度
Ｔ２の差異であり、Ｖ１は較正温度Ｔｃでの総渦電流応答であり、Ｖ２は測定温度Ｔ２で
の総渦電流応答である。両方の膜信号が膜厚の大きな差異に渡って所望される場合、関心
のある膜スタックに関する渦電流測定値に対する相対的な寄与を測定するためにウェハを
構築してよい。例えば、銅膜（ＣＦ１＝銅）がおもに何らかの範囲の厚さにわたって変化
しているケースでは、方程式３１をβ（ｄｃ－ＣＦ１）で除算することによって多様な膜
厚に渡って正規化される渦電流応答Ｒｃ－ＣＦ２を決定するために関心のある範囲でβ（
ｄｃ－ＣＦ１）を決定し、方程式３０に基づいて相互関連結果を使用してよい。
【００５９】
　本発明の１つの実施形態に従って、ここで図７、ターゲット基板上の導電材料から形成
される導電膜の厚さを決定する簡略な方法を参照する。初めは、７０２では、第１の渦電
流センサがターゲット基板の位置のセットの近くに配置される。実施形態では、位置のセ
ットは１つのみである。次に、７０４で、電流測定値値と電流測定値の少なくとも１つを
含むセンサ電気的応答のセットが測定される。次に、７０６では、電気的応答のセットは
、温度依存補償因数を使用して補正される。一般に、温度依存補償因数は、別の基板から
派生して温度変化に依存している。最後に、７０８で、厚さは電気的応答の補正された第
１のセットを使用して決定される。
【００６０】
　本発明はいくつかの好適実施形態に関して説明されてきたが、本発明の範囲に含まれる
改変、置換及び同等物がある。本発明の方法を実現する多くの代替方法があることも留意
されなければならない。加えて、本発明は特定のセンサ設計、検出方法、励起周波数、能
動または受動電気部品または測定対象の顕著な信号を報告するセンサベンダの方法の他の
特性に限定されない。また、３台以上のセンサが使用されてよい。さらに、本書に使用さ
れるような用語セットは、セットの１つまた複数の指定された要素を含む。例えば、「Ｘ
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【００６１】
　本発明の優位点は、基板上の導電層のセットに対する電気的応答を最適化するための方
法及び装置を含む。追加の優位点は近接補正及びさらに高い基板測定スループットを精緻
化するための相対的に安価な装置の使用を含む。
【００６２】
　例示的な実施形態及び最良の態様を開示してきたが、以下の請求項によって明示される
ような本発明の主題及び精神の範囲内に留まる一方で、変型及び変形が開示された実施形
態に加えられてよい。
【図面の簡単な説明】
【００６３】
【図１】渦電流センサの簡略図を示す。
【図２】センサアーム付きターンテーブル上の基板の簡略図を示す。
【図３】本発明の一実施形態に従って、基板上の導電層の厚さを決定するための３本の較
正曲線のセットを示す。
【図４】本発明の実施形態に従って９０分に渡って約２１℃と約２３℃の間で循環する、
Ｃｕを備える導電膜付き基板の簡略図を示す。
【図５】本発明の実施形態に従って９０分に渡って約２１℃と約２３度の間で循環する、
Ｓｉを備える導電膜付き基板の簡略図を示す。
【図６】本発明の一実施形態に従って、実質的にＣｕを備える導電膜の基板平均厚さに温
度係数αを比較する簡略図を示す。
【図７】本発明の一実施形態に従って、ターゲット基板上の導電材料から形成される導電
膜の厚さを決定するための方法の簡略図を示す。
【符号の説明】
【００６４】
１０２　センサ
１０６　基板
２０２　基板
２０６　センサ
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